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令和３年度日高市公営企業会計決算審査意見書 
 

 

１ 審査の対象 

令和３年度日高市水道事業会計決算 

令和３年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和４年６月２２日から令和４年８月３日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、日高市監査基準に準拠して

いるか、計数が経営成績及び財政状態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

                                                (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年 度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 980,659,000 1,002,487,405 21,828,405 102.2% 1,178,933,808 △176,446,403 △15.0% 

営業外収益 90,635,000 87,847,573 △2,787,427 96.9% 137,695,519 △49,847,946 △36.2% 

合 計 1,071,294,000 1,090,334,978 19,040,978 101.8% 1,316,629,327 △226,294,349 △17.2% 

 

収益的収入の決算額は１，０９０，３３４，９７８円で、予算額を１９，０４０，９７８円（１．

８％）上回っているが、前年度決算額と比較すると２２６，２９４，３４９円（１７．２％）の減少

である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執行率 前年 度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,102,109,000 1,033,570,507 52,753,493 93.8% 1,085,947,631 △52,377,124 △4.8% 

営業外費用 22,185,000 12,940,236 9,244,764 58.3% 16,242,310 △3,302,074 △20.3% 

特 別 損 失 41,000 10,395 30,605 25.4% 16,222 △5,827 △35.9% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,129,335,000 1,046,521,138 67,028,862 92.7% 1,102,206,163 △55,685,025 △5.1% 

 

収益的支出の決算額は１，０４６，５２１，１３８円（執行率９２．７％）で、６７，０２８，

８６２円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると５５，６８５，０２５円（５．１％）の減

少である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は１５，７８５，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は４３，８１３，８４０円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益につい

ては、後述「４ 経営成績」のとおり８，３５８，５６８円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業 債 689,000,000 263,700,000 △425,300,000 38.3% 639,800,000 △376,100,000 △58.8% 

寄 附 金 1,000 0 △ 1,000 － 0 0 － 

負 担 金 3,850,000 3,850,000 0 100.0% 5,500,000 △1,650,000 △30.0% 

国庫補助金 － － － － 52,870,000 △52,870,000 皆減 

合   計 692,851,000 267,550,000 △425,301,000 38.6% 698,170,000 △430,620,000 △61.7% 

 

資本的収入の決算額は２６７，５５０，０００円で、予算額を４２５，３０１，０００円（６１．

４％）下回っており、前年度決算額と比較すると４３０，６２０，０００円（６１．７％）の減少

である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 919,572,000 425,617,852 75,241,148 46.3% 908,755,155 △483,137,303 △53.2% 

企 業 債 

償 還 金 
79,023,000 79,022,445 555 100.0% 83,457,151 △4,434,706 △5.3% 

返 還 金 － － － － 90,706 △90,706 皆減 

合   計 998,595,000 504,640,297 75,241,703 50.5% 992,303,012 △487,662,715 △49.1% 

 

資本的支出の決算額は５０４，６４０，２９７円（執行率５０．５％）であった。支出の主なも

のは、配水管布設工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は４１８，７１３，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２３７，０９０，２９７円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額３５，５２５，３１２円、過年度分損益勘定留保資金７２，５４２，５４０円、減債積立金

７９，０２２，４４５円及び建設改良積立金５０，０００，０００円で補塡された。 
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３ 業務の状況 

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年度末 給水人口 54,760 人 55,108 人 △348 人 △0.6％ 普及率 99.9％ 

年度末 給水戸数 24,444 戸 24,360 戸 84 戸 0.3％   

年 間 配 水 量 6,698,220 ㎥ 7,763,495 ㎥ △1,065,275 ㎥ △13.7％   

年 間 有 収 水 量 6,246,612 ㎥ 7,204,417 ㎥ △957,805 ㎥ △13.3％   

有 収 率 93.3％ 92.8％ 0.5 ポイント     

本年度末の給水人口は５４，７６０人で、前年度と比較すると３４８人（０．６％）の減少、給

水戸数は２４，４４４戸で、前年度と比較すると８４戸（０．３％）の増加となった。また、普及

率は９９．９％である。 

年間配水量は６，６９８，２２０㎥で、前年度と比較すると１，０６５，２７５㎥（１３．７％）

の減少、年間有収水量は６，２４６，６１２㎥で、前年度と比較すると９５７，８０５㎥（１３．

３％）の減少である。 

なお、有収率は９３．３％で、前年度と比較すると０．５ポイントの増加となった。 

  

 
４ 経営成績 

本年度の利益については、経常利益が８，３５８，５６８円であり、特別利益ならびに特別損失

はないことから、当年度純利益も８，３５８，５６８円となる。なお、前年度の純利益は１４０，

３９８，６６８円であり、１３２，０４０，１００円（９４．０％）の減少である。 

 

 
５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、固定資産が４３，０７５，３７９円の増

加、流動資産が１８２，４５２，１１４円の減少となり、資産合計は１３９，３７６，７３５円、

１．３％の減少となった。 

負債は、固定負債が１４６，０７１，８５５円の増加、流動負債が２１６，９５１，９６６円の

減少となり、負債合計は１４７，７３５，３０３円、３．８％の減少となった。 

資本では、資本金が１３３，４５７，１５１円増加、剰余金が１２５，０９８，５８３円減少した

ことから、資本合計は８，３５８，５６８円、０．１％の増加となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、１３９，３７６，７３５円、１．３％の減少となった。 

 
６ 給水原価と供給単価について 

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 原 価 139 円 62 銭 124 円 78 銭 14 円 84 銭 11.9％ 

供 給 単 価 133 円 1 銭 134 円 77 銭 △1 円 76 銭 △1.3％ 

差 益 △6円 61 銭 9 円 99 銭 △16 円 60 銭  

給水原価については１３９円６２銭で、前年度と比較して１４円８４銭（１１．９％）増加し

た。 

また、供給単価については１３３円１銭で、前年度と比較して１円７６銭（１．３％）減少し

た。 
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Ⅱ 審査の結果 

令和３年度の業務の状況、事業収益をみると、給水戸数は増加しているものの、年間配水量や給水人

口については前年度と比較して減少となっている。このため、収益的収入については、営業収益及び営

業外収益ともに減少しており、全体の決算額も減少となった。 

収益的支出についても、営業費用及び営業外費用ともに減少しており、全体の決算額も減少となっ

た。 

当年度の純利益は８，３５８，５６８円となり、前年度の純利益１４０，３９８，６６８円と比較する

と１３２，０４０，１００円の減少となった。 

財政状態については、固定資産は増加しているが、流動資産は減少となり、資産合計は減少となっ

た。負債については、固定負債は増加、流動負債は減少となり、負債合計は減少となった。資本につい

ては、剰余金は減少しているが、資本金が増加となり、資本合計は増加となった。 

また、建設改良工事については、高萩第２・第３取水場電気設備更新工事のほか、配水管の新設及び

老朽管の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事の実施など、多額な費用が見込ま

れることとなることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度負担が過度とならないよう計画的な経

営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関係

法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会

計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区    分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
633,254,000 635,178,395 1,924,395 100.3% 632,293,534 2,884,861 0.5% 

営 業 外 

収 益 
294,574,000 315,103,732 20,529,732 107.0% 270,204,448 44,899,284 16.6% 

計 927,828,000 950,282,127 22,454,127 102.4% 902,497,982 47,784,145 5.3% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
6,402,000 6,273,947 △128,053 98.0% 9,805,329 △3,531,382 △36.0% 

営 業 外 

収 益 
42,359,000 42,361,843 2,843 100.0% 47,084,047 △4,722,204 △10.0% 

計 48,761,000 48,635,790 △125,210 99.7% 56,889,376 △8,253,586 △14.5% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

収 益 
113,002,000 113,656,582 654,582 100.6% 115,975,229 △2,318,647 △2.0% 

営 業 外 

収 益 
40,661,000 40,667,505 6,505 100.0% 41,377,744 △710,239 △1.7% 

計 153,663,000 154,324,087 661,087 100.4% 157,352,973 △3,028,886 △1.9% 

合 計 1,130,252,000 1,153,242,004 22,990,004 102.0% 1,116,740,331 36,501,673 3.3% 

 

収益的収入の決算額は１，１５３，２４２，００４円で、予算額を２２，９９０，００４円（２．

０％）上回った。前年度決算額と比較すると、３６，５０１，６７３円（３．３％）の増加である。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
841,383,000 779,020,756 62,362,244 92.6% 767,993,669 11,027,087 1.4% 

営 業 外

費 用 
80,494,000 69,333,997 11,160,003 86.1% 75,258,269 △5,924,272 △7.9% 

特 別 

損 失 
472,000 367,027 104,973 77.8% 17,170 349,857 2,037.6% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

計 927,349,000 848,721,780 78,627,220 91.5% 843,269,108 5,452,672 0.6% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
45,743,000 40,393,872 5,349,128 88.3% 53,952,196 △13,558,324 △25.1% 

営 業 外 

費 用 
1,042,000 1,041,184 816 99.9% 2,002,281 △961,097 △48.0% 

予 備 費 1,485,000 0 1,485,000 － 0 0 － 

計 48,270,000 41,435,056 6,834,944 85.8% 55,954,477 △14,519,421 △25.9% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

費 用 
142,822,000 123,776,835 19,045,165 86.7% 138,174,535 △14,397,700 △10.4% 

営 業 外 

費 用 
927,000 926,852 148 100.0% 1,001,956 △75,104 △7.5% 

特 別 

損 失 
22,000 0 22,000 － － － － 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 145,271,000 124,703,687 20,567,313 85.8% 139,176,491 △14,472,804 △10.4% 

合 計 1,120,890,000 1,014,860,523 106,029,477 90.5% 1,038,400,076 △23,539,553 △2.3% 

 

収益的支出の決算額は１，０１４，８６０，５２３円（執行率９０．５％）で、１０６，０２９，

４７７円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると、２３，５３９，５５３円（２．３％）の減

少である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１３８，３８１，４８１円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益につい

ては、後述「４ 経営成績」のとおり８５，３１１，８９５円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 850,000,000 309,400,000 △540,600,000 36.4% 494,700,000 △185,300,000 △37.5% 

国 庫 

補 助 金 
336,700,000 248,000,000 △88,700,000 73.7% 99,000,000 149,000,000 150.5% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

4,423,000 4,887,118 464,118 110.5% 3,163,254 1,723,864 54.5% 

他 会 計 

補 助 金 
25,266,000 25,266,000 0 100.0% 30,071,000 △4,805,000 △16.0% 

計 1,216,389,000 587,553,118 △628,835,882 48.3% 626,934,254 △39,381,136 △6.3% 

農

集

事

業 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 0.0% 600,000 △600,000 皆減 

計 1,000 0 △1,000 0.0% 600,000 △600,000 皆減 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

基 金 

収 入 
53,000 25,659 △27,341 48.4% 51,180 △25,521 △49.9% 

計 53,000 25,659 △27,341 48.4% 51,180 △25,521 △49.9% 

合 計 1,216,443,000 587,578,777 △628,864,223 48.3% 627,585,434 △40,006,657 △6.4% 

 

資本的収入の決算額は５８７，５７８，７７７円で、予算額を６２８，８６４，２２３円（５１．

７％）下回っている。前年度決算額と比較すると、４０，００６，６５７円（６．４％）の減少であ

る。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金については、４，１４９，９１０円（下水道事業４，

１４９，９１０円、農業集落排水事業０円）であった。 
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(2) 支出 

(単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改 良 費 
1,082,691,000 866,994,866 97,523,134 80.1% 536,969,902 330,024,964 61.5% 

企 業 債

償 還 金 
597,642,000 597,641,483 517 100.0% 493,519,696 104,121,787 21.1% 

計 1,680,333,000 1,464,636,349 97,523,651 87.2% 1,030,489,598 434,146,751 42.1% 

農

集

事

業 

建 設 

改 良 費 
－ － － － 4,642,000 △4,642,000 皆減 

企 業 債 

償 還 金 
6,471,000 6,470,923 77 100.0% 9,287,750 △2,816,827 △30.3% 

計 6,471,000 6,470,923 77 100.0% 13,929,750 △7,458,827 △53.5% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

企 業 債 

償 還 金 
20,112,000 20,112,000 0 100.0% 20,112,000 0 － 

投 資 53,000 25,659 27,341 48.4% 51,570 △25,911 △50.2% 

計 20,165,000 20,137,659 27,341 99.9% 20,163,570 △25,911 △0.1% 

合 計 1,706,969,000 1,491,244,931 97,551,069 87.4% 1,064,582,918 426,662,013 40.1% 

 

資本的支出の決算額は１，４９１，２４４，９３１円（執行率８７．４％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、浄化センター施設の更新工事、天神

橋ポンプ場建設工事等が実施された。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は１１８，１７３，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は９０３，６６６，１５４円の資金不足となり、過年度分損益勘定留保資金２００，４

１７，６５８円、当年度分損益勘定留保資金２６９，２６９，１２７円、当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額３７，７０５，３３５円及び減債積立金５６，７７４，０３４円で補塡された。 

なお、不足する補塡額３３９，５００，０００円（未払相当分）については、翌年度に借り入れる

企業債３３９，５００，０００円をもって措置された。 
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３ 業務の状況 

項 目 区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年 度 末 処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

568.34ha 

14.00ha 

157.80ha 

557.05ha 

24.00ha 

157.80ha 

11.3ha 

△10.0ha 

0ha 

2.0％ 

△41.7％ 

0％     

年 度 末 処 理 

区 域 内 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,956人 

307人 

7,190人 

33,768人 

551人 

7,200人 

188人 

△244人 

△10人 

0.6％ 

△44.3％ 

△0.1％   

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,467人 

295人 

7,190人 

33,268人 

513人 

7,200人 

199人 

△218人 

△10人 

0.6％ 

△42.5％ 

 △0.1％   

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

14,972戸 

132戸 

3,316戸 

14,734戸 

221戸 

3,280戸 

238戸 

△89戸 

36戸 

1.6％ 

△40.3％   

1.1％  

年度末普及率 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

61.2％ 

0.6％ 

13.1％ 

60.5％ 

1.0％ 

13.1％ 

0.7ポイント 

△0.4ポイント 

0ポイント 

            

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,579,085㎥ 

40,864㎥ 

762,908㎥ 

3,982,768㎥ 

67,045㎥ 

827,188㎥ 

△403,683㎥ 

△26,181㎥ 

△64,280㎥ 

△10.1％ 

△39.0％  

△7.8％   

年間有収水量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,416,283㎥ 

36,063㎥ 

726,193㎥ 

3,407,687㎥ 

57,767㎥ 

739,846㎥ 

8,596㎥ 

△21,704㎥ 

△13,653㎥ 

0.3％ 

△37.6％   

△1.8％   

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

95.5％ 

88.3％ 

95.2％ 

85.6％ 

86.2％ 

89.4％ 

9.9ポイント 

2.1ポイント 

5.8ポイント 

 

  

 

下水道事業については、農業集落排水事業の中沢地区を下水道事業に編入したことなどにより、本

年度末の水洗化済人口は３３，４６７人で、前年度末と比較すると１９９人（０．６％）の増加、水洗

化済戸数は１４，９７２戸で、前年度末と比較すると２３８戸（１．６％）の増加となった。年間汚水

処理水量は３，５７９，０８５㎥で、前年度末と比較すると４０３，６８３㎥（１０．１％）の減少、

有収率は９５．５％で、前年度末と比較すると９．９ポイント増加した。 

農業集落排水事業については、中沢地区を下水道事業に編入したことにより、本年度末の水洗化済

人口は２９５人で前年度末と比較すると２１８人（４２．５％）の減少、水洗化済戸数は１３２戸で、

前年度末と比較すると８９戸（４０．３％）の減少となった。年間汚水処理水量は４０，８６４㎥で、

前年度末と比較すると２６，１８１㎥（３９．０％）の減少、有収率は８８．３％で、前年度末と比較

すると２．１ポイント増加した。 

コミュニティ・プラント事業については、本年度末の水洗化済人口は７，１９０人で、前年度末と比

較すると１０人（０．１％）の減少、水洗化済戸数は３，３１６戸で、前年度末と比較すると３６戸

（１．１％）の増加となった。年間汚水処理水量は７６２，９０８㎥で、前年度末と比較すると６４， 
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２８０㎥（７．８％）の減少、有収率は９５．２％で、前年度末と比較すると５．８ポイント増加した。 

 

 

４  経営成績  

本年度については、経常利益が８５，６６７，４７２円であり、特別利益はないものの、特別損失

が３５５，５７７円あることから、当年度純利益は８５，３１１，８９５円となる。なお、前年度の

純利益は４１，９６８，３７６円であり、４３，３４３，５１９円（１０３．３％）増加した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が２６４，５７６，３７２円

の増加、流動資産が２３０，８５５，４２７円の減少などにより、資産合計は３３，７４６，６０４

円、０．２％の増加となった。 

負債合計では、未払金の増加があったが、固定負債の企業債の減少などにより５１，５９０，９５

０円、０．４％の減少となった。 

資本合計は、資本金及び剰余金の増加により８５，３３７，５５４円、１．８％の増加となった。 

これらのことにより、負債資本合計は３３，７４６，６０４円、０．２％の増加となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 142 円 63 銭 153 円 79 銭 △11 円 16 銭 △7.3％ 

使 用 料 単 価 157 円 67 銭 157 円 26 銭  41 銭 0.3％ 

差 益 15 円  4 銭 3 円 47 銭 11 円 57 銭  

処理原価については１４２円６３銭で、前年度と比較すると１１円１６銭（７．３％）減少した。

また、使用料単価については１５７円６７銭で、前年度と比較すると４１銭（０．３％）増加した。 

その結果、差益は１５円４銭となり、前年度と比較すると１１円５７銭の増加となった。 

  



12 
 

Ⅱ 審査の結果 

令和３年度の経営成績をみると、収益的収入においては、農業集落排水事業及びコミュニティ・プ

ラント事業の収益が減少したが、下水道事業の収益で増加となり、全体の決算額としては増加となっ

た。 

また、収益的支出においては、下水道事業の支出が増加しているが、その他の事業で減少となり、

全体の決算額としては減少となった。 

このほか、資本的収入においては、すべての事業が減少し、全体の決算額も減少となった。さら

に、資本的支出においては、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業の支出が減少してい

るが、下水道事業の支出で増加となり、全体の決算額は増加となった。 

下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業の税抜きの事業収益合計は１，０

７１，７０６，３５４円で、税抜きの事業費用合計９８６，３９４，４５９円を差し引くと、令和３

年度の純利益は８５，３１１，８９５円となり、前年度と比較して４３，３４３，５１９円の増加と

なった。 

キャッシュ・フロー計算書では、令和３年度末における現金・預金は、資金期首残高と比較して１

５９，３２６，５４５円の減少となっており、有形固定資産の取得による支出の増加が主な要因であ

る。令和３年度末における現金・預金の残高は３５７，１５７，９６１円で、これらの現金は、主に

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還などの財源に用いられるものと考えられるが、今後

も下水道施設の更新工事が予定されていることから計画的な経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、日高市監査基準に基づいて審査し、いずれも関

係法令の規定に準拠して作成され、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、か

つ、会計帳簿、証書類の処理も妥当であることが認められた。 
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